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　ご　案　内

 

経
済
活
性
化
、
競
争
力
の
強
化

 

■
研
究
開
発
税
制

　

研
究
開
発
投
資
へ
の
誘
引
を
よ
り

高
め
る
観
点
か
ら
、
研
究
開
発
税
制
が

拡
充
さ
れ
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
現
行

の
試
験
研
究
費
の
総
額
に
係
る
税
額

控
除
と
は
別
に
、
試
験
研
究
費
を
増
加

さ
せ
た
場
合
と
売
上
高
に
占
め
る
試

験
研
究
費
の
割
合
が
一
定
の
水
準
を

超
え
る
場
合
の
い
ず
れ
か
を
選
択
し

て
適
用
で
き
る
税
額
控
除
制
度
。

［
平
成
20
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
22
年

３
月
31
日
ま
で
の
間
に
開
始
す
る
事

業
年
度
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。］

■
情
報
基
盤
強
化
税
制

①
対
象
設
備
等
の
追
加

　

部
門
別
・
企
業
間
で
分
断
さ
れ
て
い

る
情
報
シ
ス
テ
ム
を
連
携
す
る
ソ
フ

ト
ウ
ェ
ア
と
し
て
一
定
の
要
件
を
満

た
す
も
の
が
追
加
さ
れ
ま
す
。

②
取
得
価
額
の
合
計
額
の
最
低
限
度

の
引
き
下
げ

資
本
金
１
億
円
以
下
の
法
人

（
現
行
）
３
０
０
万
円
→
70
万
円

［
適
用
期
限
が
２
年
延
長
さ
れ
平
成
22

年
３
月
31
日
ま
で
と
な
り
ま
す
。］

 

中
小
企
業
・
ベ
ン
チ
ャ
ー
税
制

■
エ
ン
ジ
ェ
ル
税
制

　

起
業
期
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
に
対

す
る
資
金
を
広
く
呼
び
込
む
た
め
、
一

定
の
特
定
中
小
会
社
に
出
資
し
た
金

額
に
つ
い
て
、
１
０
０
０
万
円
を
限
度

と
し
て
寄
附
金
控
除
を
適
用
す
る
。

特
定
中
小
会
社
が
発
行
し
た
株
式
を

取
得
し
た
場
合
の
特
例

　

特
定
中
小
会
社
は
次
の
要
件
を
満

た
す
も
の
。（
①
設
立
１
年
目
の
特
定

新
規
中
小
企
業
者
②
設
立
２
、３
年
目

の
特
定
新
規
中
小
企
業
者
で
、
営
業
活

動
に
よ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
が
赤

字
で
あ
る
も
の
）

［
平
成
20
年
４
月
１
日
以
後
に
特
定
中

小
会
社
の
株
式
を
払
込
み
に
よ
り
取

得
す
る
場
合
。］

■
教
育
訓
練
費
の
特
別
控
除

①
税
額
控
除
割
合
の
改
正

　

教
育
訓
練
費
の
継
続
的
な
増
加
が
困

難
な
中
小
企
業
が
利
用
し
や
す
い
仕
組

み
に
改
組
さ
れ
ま
す
。
適
用
事
業
年
度

の
労
働
費
用
に
占
め
る
教
育
訓
練
費
の

割
合
が
一
定
水
準
（
０
・
15
％
）
以
上

の
場
合
に
、
当
該
教
育
訓
練
費
の
総
額

の
８
～
12
％
に
相
当
す
る
税
額
が
控
除

さ
れ
る
制
度
に
改
正
さ
れ
ま
す
。

⑶
そ
の
他
適
用
期
限
の
延
長
（
平
成
22

年
３
月
31
日
ま
で
の
２
年
間
）

①
交
際
費
等
の
損
金
不
算
入
制
度

②�

欠
損
金
の
繰
戻
し
還
付
の
不
適
用

制
度

③
小
額
原
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額

（
30
万
円
未
満
）
の
損
金
算
入
の
特
例

 

事
業
承
継
税
制

■�

取
引
相
場
の
な
い
株
式
等
に
係
る

相
続
税
の
納
税
猶
予
制
度

　

非
上
場
株
式
等
に
係
る
相
続
税
の

軽
減
に
つ
い
て
、
現
行
の
自
社
株
の
相

続
税
の
課
税
価
格
を
10
％
軽
減
す
る

方
式
か
ら
自
社
株
の
課
税
価
格
の

80
％
に
対
応
す
る
相
続
税
を
納
税
猶

予
す
る
制
度
に
拡
充
さ
れ
ま
す
。
こ
の

場
合
の
対
象
企
業
は
中
小
企
業
基
本

法
上
の
中
小
企
業
者
と
さ
れ
ま
す
。

　

こ
の
新
し
い
事
業
承
継
税
制
の
制
度

化
に
あ
わ
せ
て
、
相
続
税
の
課
税
方
式

を
い
わ
ゆ
る
遺
産
取
得
課
税
方
式
に
改

め
る
こ
と
が
検
討
さ
れ
て
い
ま
す
。

＊
被
相
続
人
の
要
件
＝
①
会
社
の
代

表
者
で
あ
っ
た
こ
と
②
同
族
関
係
者

と
合
わ
せ
て
株
式
の
過
半
数
保
有
か

つ
親
族
内
で
筆
頭
株
主
で
あ
っ
た
者

＊
相
続
人
の
要
件
＝
①
会
社
の
代
表
者

で
あ
る
こ
と
②
相
続
に
よ
り
、
同
族
関

係
者
と
合
わ
せ
て
株
式
の
過
半
数
保
有

か
つ
親
族
内
で
筆
頭
株
主
と
な
る
こ
と

＊
経
済
産
業
大
臣
の
確
認
が
必
要

［
平
成
21
年
度
税
制
改
正
に
お
い
て
創

設
し
、
中
小
企
業
に
お
け
る
経
営
の
承

継
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律
施
行
日

以
降
の
相
続
に
遡
及
し
て
適
用
す
る
。］

 

原
価
償
却
制
度

■
法
定
耐
用
年
数
の
見
直
し

　

機
械
・
装
置
を
中
心
に
、
資
産
区
分

を
整
理
す
る
と
と
も
に
法
定
耐
用
年

数
の
見
直
し
が
行
な
わ
れ
ま
す
。ま
た
、

機
械
・
装
置
の
区
分
が
現
行
の
３
９
０

区
分
か
ら
日
本
標
準
産
業
分
類
の
中

分
類
の
55
区
分
に
大
括
り
さ
れ
ま
す
。

［
既
存
の
減
価
償
却
資
産
を
含
め
、
平

成
20
年
４
月
１
日
以
降
開
始
す
る
事

業
年
度
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
ま
す
。］

■
耐
用
年
数
の
短
縮
特
例

　

承
認
を
受
け
た
設
備
と
同
種
の
設

備
を
取
得
し
た
場
合
に
は
、
承
認
不
要

と
す
る
等
の
簡
素
化
が
行
わ
れ
ま
す
。

＊
こ
の
ご
案
内
及
び
６
ペ
ー
ジ
の
中
小
企
業

対
策
予
算
の
記
事
は
閣
議
決
定
さ
れ
た
政
府

案
に
基
づ
い
て
い
ま
す
。
国
会
審
議
の
過
程

で
修
正
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
ご
注

意
く
だ
さ
い
。

　

平
成
20
年
度
版
税
制
改
正
の
あ
ら
ま
し




